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概要：近年，活発な研究開発が行なわれている自動運転には，渋滞軽減効果が期待されている．しかし，全ての車両
が自動運転車両になるには長い年月が必要となり，それまでは手動運転車両と自動運転車両の混在環境が生じる．こ
の混在環境では，自動運転車両による渋滞軽減効果が発揮されない可能性がある．本研究では，まず混在環境におい

て生じる問題点を明らかにするための交通流シミュレーションを行なった．その結果，混在環境では自動運転車両は
人間の運転者の感覚に沿った運転操作を行なう必要があるため，自動運転車両の効率的な運転操作による渋滞軽減効
果が発揮されないことが明らかとなった．そこで，本研究では人間の感覚に沿った運転操作を行ないつつ，渋滞を軽

減する手法の提案と評価を行った． 
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1. はじめに   

近年，活発な研究活動が行われている自動運転には，交

通流における様々な問題解決が期待されている．渋滞軽減

効果もそのうちの一つである[1]．しかし，全ての車両が自

動運転車両になるには長い年月が必要となり，それまでは

手動運転車両と自動運転車両の混在環境が生じる．この混

在環境では，自動運転車両による渋滞軽減効果が発揮され

ない可能性がある．そのため，自動運転技術の普及には自

動運転車両が完全に普及したときに得られる有用性はもち

ろんのこと，普及期においても有用性がなければならない．

つまり，自動運転車両の普及期に当たる現在から約 10 年

後の未来では，自動運転車両と手動運転車両が混在する環

境における課題解決への取り組みが必要になる． 

渋滞問題は，自動車が普及期からの問題であり，普通道

路から高速道路まで，渋滞問題解決のために多くの研究が

行われている[2]．自動運転車両においても渋滞問題は重要

な課題である． 

例えば，自動運転車両が周辺情報を考慮した運転をした

としても，人間の操作感覚に順応した行動ができることは

期待できないかもしれない．もしこのような行動が混在環

境において生じてしまった場合，人間は自動運転車両の予

想外の行動に対して違和感を得て危険と感じたときに，ブ

レーキや車間距離を空けてしまうなどの，交通を妨げるよ

うな行動を取ることが容易に想像される．その場合，自動

運転車両によって得られた無駄のない動作や行動が，総合

的に無駄になる．つまり，自動運転車両を導入しただけで

は，渋滞問題の解決は難しく，結果として自動運転が普及

しないことが考えられる． 

 また，自動運転車両の開発研究に伴い，自動運転技術を

支える技術として，車車間通信や路車間通信などの研究が

されてきている．現在も通信の規格や，プロトコルスタッ

ク，送信するメッセージに関するガイドラインが出される

など，様々な規格が定められてきている．2013 年には車車

間・路車間通信の重要な規格として，ARIB T-109 という通

信規格が定められた．米国・欧州と基本的な通信方法は共

通化しているものの、プロトコルスタックが異なるなど，

日本独自の規格として設定されているが，国際調和という

観点から，可能な限りは海外と調和を取る動向が見られて

いる[3][4]． 

 本論文では，こうした自動運転車両と手動運転車両が混

在する環境の中で，路車間通信を用いた渋滞軽減方式を提

案し，これを交通シミュレーション上で再現することで評

価する． 

また，渋滞軽減の評価には，各車両のある地点間の平均

旅行時間であったり，最大旅行時間や，渋滞とされる時間

のみの平均旅行時間で評価するなど様々な視点が考えられ

るが，本論文における理想的な渋滞軽減とは，まず，シミ

ュレーション時間内で生じる最大渋滞台数を減少させるこ

とを渋滞軽減効果と定義し，この渋滞軽減効果を交差点に

つながるすべての道路に対して得られることとする．最大

渋滞台数は，最大旅行時間と同値と考える．そのため評価

方法にはシミュレーション時間内に生じた最大渋滞台数を
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利用する． 

実験ではまず，2 節で紹介する関連研究で行われていた

方式を参考にし，その課題を解決する方式を提案する．予

備実験として提案した方式を交通シミュレータ上で評価し，

さらに改善を検討する．次に，再度交通シミュレーション

で改良方式を評価する．最後に提案した方式によって得ら

れた渋滞軽減効果を示す． 

2. 関連研究 

2.1 自動運転車両を用いた車両制御方式 

車車間通信・路車間通信を利用した交通渋滞に関する軽

減方式はいくつかの研究がされている．寺内らの研究では，

渋滞緩和を目的とした車々間通信による渋滞情報の共有に

関する有用性を示している[5]．和久井らの研究では，自動

運転車両が渋滞軽減に効果的であることが示されている

[6]．しかし，自動運転車両と手動運転車両が混在している

環境を想定したものではない． 

宮崎らの研究では，自動運転車両の混在環境における渋

滞軽減方式の提案がされている[7]．シミュレーションでは

混在環境におけるドライバーのブレーキの感覚の違いを再

現しており，安全性まで考慮されている．しかし，実際に

は通信の遅延や，パケットロスなどを考慮せずに評価が行

われていないなど，現実性という観点で不十分である． 

2.2 渋滞間隔に関する研究 

 松井らの研究では，高速道路における渋滞情報が，実際

に人間が運転する中で知覚する定義とは異なることについ

て示唆している[8]．松井らの研究によると高速道路におけ

る渋滞の知覚には，交通流の情報によって様々な定義があ

る．しかし，まずは本論文では人間個人個人の知覚による

渋滞の定義までは考慮せず，交通流のなかで状態として得

られるパラメータとして，最大渋滞台数を評価パラメータ

とする．  

3. 予備実験 

3.1 実験方法 

 関連研究[7]に挙げた渋滞軽減方式では，車車間・路車間

通信の成功率を 100[%]と仮定していた．そこで，まずは先

行研究の提案方式を元に，通信を考慮した提案方式に改良

を行った．次に，改良した提案方式を，通信を想定した交

通シミュレータ上で評価した．実験には Scenargie[9]の

Multi-Agent Extension Module と ITS Extension Module を用

いた交通シミュレーションを行った．本論文では日本国内

での環境を想定しているため，車車間・路車間通信の規格

には ARIB T109 を用いた．Scenargie のデフォルトで設定さ

れている T109 に対して，アプリケーション層を改変する

ことで実装を行った．実験で使用するシミュレーション環

境を表 1 に示す． 

3.2 道路モデル 

本論文で使用するインフラモデルを図 1 に示す．本論文

では信号機のない丁字路の交差点を想定し，それぞれ優先

道路と非優先道路を設定する．優先道路の幅を 16[m]，非

優先道路は 14[m]とし，路側帯は考慮しない．優先道路は

全長 2000[m]，非優先道路は 1000[m]とする．また，それぞ

れ片側 1 車線とし，進行方向は左側通行とする．道路は車

両専用とし，歩行者は考慮しない．丁字路の中心付近には

各車両からの通信を受けるための路側機を設定する． 

3.3 車両モデル 

自動運転車両普及期の想定環境として，車両にはすべ

ての運転操作を機械が行う「自動運転車両」，人間がすべ

ての運転操作を行うが車車間・路車間通信により外部か

ら得た情報をもとに運転支援を受けることができる「ITS

機器搭載車両」，従来通りすべての運転操作を人間が行う

「ITS 機器非搭載車両」の 3 種類を定義する．各車両の特

徴を表 2 に示す．ここで注意として，ITS 機器搭載車両は

本提案で使用される路側機に対する侵入依頼を送信・受

信することが出来るが，受信内容による行動の変化はで

きないものとする．これは送受信による情報の恩恵は受

けられるが，車間調節機能はシステムによる操作に依存

表 1 シミュレーションモデル 

予備実験 負荷テスト

EXPDIST(600) EXPDIST(300)

交差点手前500[m]以内を

10[km/h]以下で走行，停止，徐

行している

3600[s]

ランダム

300[台]

シミュレーション時間

出発地点・目的地点

発生車両間隔

渋滞長の定義

車両台数

 

 

図 1 インフラモデル 
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するものと考えているためである．そのため人間が操作主

体の車両は車間調節を自動的にはすることができない．実

験では，各車両の占有率を変更することで，普及率による

渋滞軽減効果の変化を評価する．各車両の占有率を表 3 に

示す． 

実験では，先行研究でなされていた車両占有率を参考と

し，そのうちの 3 つのパターンを評価対象とした． 

3.4 通信方法 

本論文では自動運転車両と ITS 機器搭載車両が丁字路に

置かれた路側機と通信を行うことによって車車間の調節及

び渋滞の軽減をする．通信のプロトコル概要を図 2 に示す．

ここでは，優先道路を走行し，車間調節をする対象となり

うる車両を優先車両，侵入依頼を送信する車両を合流車両

とし，実際に車間調節をする車両を車間調節車両と定義す

る． 

合流車両は自身が交差点に侵入した時点で，時間を優先

度として加算する．交差点前で 20 秒以上の待機時間を経

た合流車両は，交差点を通過すべく路側機に対して侵入依

頼メッセージを送信する．侵入依頼メッセージを受け取っ

た優先車両は自身が車間調節を行う対象にふさわしいかを

計算によって判断し，可能であれば車間距離調節依頼メッ

セージを路側器に送信する．この時，車両から路側機を介

して再度車両側に通信を行う際には遅延が生じることが想

定される．そのため，予めパケット送信の遅延時間を計算

しておく．この遅延時間の内最大遅延時間を計算に加え，

遅延時間を考慮する． 

車間距離調節依頼メッセージは，優先車両群において，

先頭車両がある場合に，前方車両が交差点を通過する時間

に対して，自車が特定の地点までに理想の速度まで落とせ

たときの時間到達時間が大きければ，車間調節車両候補と

して設定する． 

車間距離調節依頼メッセージを受け取った路側機は，送

信してきた優先車両のうち最も交差点に近い車両を車間調

節車両として決定し，車間距離調節依頼を送信する．車間

距調節車両となった車両は受け取った証拠に路側機に車間

距離調節応答を返し，通信を終了する． 

通信可能な車両は，基本的に自車の ID，現在走行してい

る道路の ID，自車両の座標，交差点での右左折方向をペイ

ロードとして，ブロードキャストで通信する．路側機は車

両と同じプロパティに対してダミーデータを設定し，同様

に通信している．また，車車間調節時には路側機側のペイ

ロードを車車間調節対象車両の ID と座標を送信する．受

け取った調節依頼メッセージと同時に送信された車両 ID

が一致した車両が車車間調節をするためである． 

また，通信するタイミングは 100[ms]毎に送られるもの

とし，送られるパケットのサイズは 546[byte]とする． 

3.5 実験結果 

 実験結果を図 3，図 4 に示す．図 3 は通信を想定した環

境内での交差点の渋滞台数を表したものである．提案方式

は適応していない．図 4 はシミュレーション環境に実際に

提案方式を適応した場合の結果である． 

提案方式では最も渋滞が生じる非優先道路である Road2

を対象に渋滞軽減を図っていた．結果から，提案方式がい

ずれのパターンにおいても Road2に対して渋滞軽減効果が

得られていることがわかる．しかし，すべてのパターンお

いて Road2以外の道路は最大渋滞台数が増えていることも

わかる． 

表 3 各車両の特性 

 
表 2 車両の占有率 

A 100 0 0

B 80 20 0

C 50 20 30

自動運転車両
ITS機器

搭載車両

ITS機器

非搭載車両

占有率[%]

 

待ち時間・後続車両の数に応じて
進入依頼の優先度を変更

路側機

優先車両

合流車両

①進入依頼

②進入依頼

⑤車間距離
調整依頼

③依頼受理

④車間調節を
行なう車両を選択

車間調節車両

⑥車間距離
調整依頼応答

 

図 2 通信プロトコル 
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4. 交差点進入時の優先度の改良 

4.1 提案方式の効果範囲 

 3 節の予備実験により提案方式は，通常想定される交通

流に対して渋滞軽減効果が得られることがわかった．ここ

で，提案方式がどれほど交通流に対して効果が得られるか

を測定するべく，表 1 の乱数の値を変更することで自動車

発生間隔を狭くすることにより，意図的に渋滞が生じるシ

ミュレーション環境を作成した． 

 その結果，図 5 に示すように渋滞軽減効果が全く得られ

ていないことがわかった．そこで，提案方式を用いた上で

生じた渋滞がどのようなものであったかを検討した． 

4.2 優先度による問題点 

 4.1 節で行った測定で，実際にシミュレーションの状況を

観察したところ，Road2 の車両による侵入依頼が合流車両

に対して正確に効果を与えられていない場面が見られた． 

図 6 にその状況を示す． 

この状況では，交差点に侵入可能スペースが空いたとき

に，道路の静的な優先度から，優先道路を走行している車

両が先に交差点に侵入する．そのため，本来非優先道で待

機中の車両Aからの侵入依頼によって空けられた侵入スペ

ースが，優先道路の車両 B によって侵入され，Road2 で待

機中の車両は侵入スペースを空けることによる渋滞軽減効

果が得られない場面が見られた．そこで，こうした場面に

おいても提案方式の渋滞軽減効果が得られるようにするた

め，交差点侵入タイミングに対して，道路状況を用いた優

先度の判定をする方式を提案する． 

4.3 優先度の改良による渋滞軽減効果 

 本論文のシミュレーション環境では，優先道路と非優先

道路に静的な優先度を設けている．そのため車両は，交差

点に侵入する際に，自身の走行していた道路から侵入先の

道路に対して，優先度を考慮して侵入している． 

そこでこの静的な優先度をシミュレーション時間毎に

道路状況から判定した優先度に更新するように改良する．

優先度には各道路における混雑状況を，各道路で渋滞によ

り待機している車両台数とし，その台数が 15 台以上存在

している道路が最も優先されるものとした．ただし，ITS 非

搭載車両はこれを認識できない．そのため ITS 非搭載車両

が交差点で渋滞を待機していた場合，改良による効果は得

られない． 

シミュレーションの結果を観察したところ，図 6 のよう

な，合流車両にとって期待していた効果が得られないよう

な状況下で，提案方式通りの動作を確認できた．また，

 

図 4 渋滞軽減方式を適応した場合 

 

図 6 侵入依頼による副作用 

 

図 5 負荷テストによる渋滞軽減結果 

 

図 3 渋滞軽減方式を適応していない場合 
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Road2 における最大渋滞長を減少させることが確認できた．

ただし，今回のシミュレーションのような優先道路の車両

が一定間隔で走行している場合，今回の方式で侵入できる

台数はわずか 1 台程度であったため，大幅な渋滞軽減効果

の向上は期待できない． 

またシミュレーションを観察する中で，図 7 のように合

流車両の先頭に ITS 機器非搭載車両が待機しており，通信

による侵入依頼が行えない場合において，渋滞軽減効果が

得られることが想定された．優先道路の車両 B が路側機か

ら Road2における渋滞長を確認できることする．このとき，

Road2 の先頭車両 A が ITS 機器非搭載車両で合った場合，

車両 A は，侵入依頼を出せないため，渋滞の元となるが，

車両 B のように渋滞長を把握することができていれば，車

両 A が通信できなかった場合でも，交差点への侵入を促す

ことができる．このように，ITS 機器非搭載車両が通信で

きない場合には，その周りのインフラによって補うことが

効果的だと考えられる． 

5. 車間調節車両の決定方式の改良 

5.1 予備実験における車間調節車両選択方式と問題点 

 予備実験では，提案方式が渋滞軽減に効果があることが

判明したが，4 節で行ったシミュレーションの観察の結果，

図 8 のような車間調節車両のタイミングが合わない場合に，

車間調節車両が車間調節しているにもかかわらず，合流車

両が侵入できない場面が見られた．提案方式では侵入依頼

メッセージを受けた車両が自車両の位置から交差点侵入時

間を計算し，更には前方車両との位置の差から，侵入依頼

に答えられる状況を判定することで車間調節車両の選択を

行っている． 

ここで，合流車両が左折する時には車間調節車両 1 台と

合流車両だけの間隔を考えれば良いため，計算通りに合流

車両を優先道路に侵入させることが出来る．しかし，右折

を考慮する場合，左折と同様の効果は得られない．原因を，

図 8 を例に説明する．③は提案方式の式により車間調節は

難しいと判断されるため，車間調節車両には選ばれない． 

しかし②は選択される可能性がある．現在の提案方式の

計算式だけで車間距離調節車両を決定すると，合流車両が

右折待機時に，車間距離調節車両として決定した Road1 と

Road3 からの車間調節車両が，車間距離を調節したにも関

わらず，交差点進入時のタイミングが合わずに，合流車両

が侵入できない場合がある．節の頭で示した事象もこれが

理由と考える． 

5.2 車間調節車両選択方式の改良 

 本節では 5.1 節で示したような，車間調節をしたにもか

かわらず，合流車両が侵入できない車間調節ミスを減らす

ために提案法歩を改良する． 

 まず，現在の提案方式は，Road3 における車間調節車両

が決定されたときに，決定された車両が交差点に侵入する

までの時間を，調節時の速度によって計算する．その後

Road1 で車間調節車両の対象となっている車両も同様に，

車間調節時の速度によって，交差点までの時間を計算する．

現在の提案方式ではここで求めた交差点までの時間の中か

ら最も交差点に近い車両を車間調節車両として選択するが，

改良後は求めた交差点までの時間の中から，Road3 の車間

調節車両が交差点までにかかる時間との差が最も小さい車

両を選択する． 

図 8 を例に説明すると，現在の提案方式では③の距離は

すでに提案している計算式から，車間調節を行っても交差

点までに調節が間に合わないため，車間距離調節車両にふ

さわしい距離として決定できない．②の距離は，提案方式

の計算式では車間距離調節車両として決定できる距離では

あるが，対向車線の車間距離調節車両とのタイミングが合

わない可能性がある． 

そこで，先に挙げた方式を導入すると，Road3 の車両 B

が車間距離調節車両に決定された場合に，目標速度から交

差点までにかかる時間を計算する．路側機から侵入依頼を

 

図 7 ITS 機器非搭載車両の救済 
 

図 8 車間距離調節車両の選択 
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受けている Road1 の優先車両は，自身の車両と交差点まで

にかかる時間を目標速度から計算する．Road1 側の優先車

両は，計算した時間の中から，車両 B が交差点までにかか

る時間に最も近い車両が車間距離調節車両として選択され

る．図 8 の例では Road1 側から車両 C が選択される． 

提案した改良の結果，意図的に渋滞を発生させるシミュ

レーション環境では直接的な渋滞軽減効果は見られなかっ

たが，改良の目的は Road2 に侵入ミスによる渋滞のリスク

を減らすことにあると考える．そのため，次節でこれまで

行った改良を予備実験で行ったシミュレーション環境に適

応させて，評価を行った． 

6. 改良後の提案方式・評価 

 予備実験及び 4 節での負荷テストの結果から，提案方式

の性能向上のために幾つかの改良すべき点が判明した．本

節では，これまでの優先度に関する改良と選択車両に関す

る改良を行い，改良後の提案方式として，再び予備実験と

同じ環境でシミュレーションする．ただし，優先度の改良

に関して，本説での実験は予備実験と同じ環境で行うため，

事前の結果から優先度考慮する．ここでは Road2 に車両が

5 台以上存在している道路が優先されるものとして改良を

行った．図 9 に結果を示す． 

実験の結果，3 節で行った予備実験と比較して，Road2 の

渋滞長が改良前の提案方式よりも減少しており，Road3 に

関しても渋滞長の減少が確認できた．ただし，Road1 だけ

は，最大渋滞台数の軽減が見られず，パターン A やパター

ン B に関しては，改良前の提案方式よりも最大渋滞台数が

増加してしまった．これは，Road2 の渋滞長軽減を行うた

めに調節した車両が交差点で速度を落としたことにより，

後列車両が渋滞と判断したことが原因と考える．Road3 に

関しては Road2 の最大渋滞台数の減少に比例した渋滞軽減

が見られた．以上のことから，丁字路における渋滞長の軽

減には，各道路の最大渋滞台数というパラメータに対して

トレードオフの関係性があると考えられる． 

7. まとめ 

本実験では，自動運転車両と手動運転車両が混在する環

境における渋滞軽減の車両行動の検証として，無信号の丁

字路交差点をターゲットに渋滞軽減方式について提案，評

価を行った．まず路車間通信を用いた渋滞軽減方式を提案

し，実際の通信環境シミュレーション上に再現することで，

その性能を評価した．次に提案方式の改善点を発見するた

めに，意図的に渋滞を発生される環境でシミュレーション

することで，渋滞軽減効果の改善に効果的と考えられる要

素を洗い出した．その結果から，渋滞状況に応じて交差点

進入優先度を変更する方式と，車間調節したにも関わらず

侵入できない車間調節ミスの軽減方式を提案し，これを実

装，改良した．最後に，改良後の提案方式を予備実験環境

で再度シミュレーションすることで，改良後の提案方式の

有用性を評価した． 

実験の結果から，本論文で設定した丁字路の交差点では，

最大渋滞長に関してトレードオフの関係があると想定され

た．本実験では実際に最大渋滞台数を減少させることに成

功し，提案手法の有用性を証明したが，松井らの研究にあ

るように，実際の渋滞感覚に関する評価には最大長だけで

は信頼性は得られない．これはドライバーの感覚からのア

プローチが有効的であると考える．つまり交差点侵入前の

徐行時間や，シミュレーション時間中における道路の平均

的な渋滞数などからの評価が必要となる． 

また，今回の渋滞軽減にあたっては，渋滞の遅延時間は

考慮したが，パケットロス率に関しては考慮していない．

これでは実現性を考慮したときに，提案方式の現実的な精

度を考察することができない．加えて，本論文では路車間

通信のみを使用しているため，車車間通信を用いたアプロ

ーチも当然考えられる． 

今後本研究では，以上のような改善点から，より現実的

な渋滞軽減方式を研究していく予定である． 
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